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1． はじめに  

　近年，子どもの貧困が大きな社会問題となって
いる。平成 25年国民生活基礎調査によると，日本
における貧困の状況を示す「相対的貧困率」 1）は

16.1%，「子どもの貧困率」 2）は 16.3%に上り，2003
年以降増加し続けている。これは国際的にみても高
い水準にあり，「我が国の子どもの相対的貧困率は
OECD加盟国 34か国中 10番目に高い」 3）との報告
もある。
　貧困によって子どもにもたらされる問題は，単な
る経済的困窮だけにとどまらない。先行研究では，
貧困状況に育った子どもは，学力や学歴が低いリス
ク，健康状態が悪いリスク，大人となっても貧困で
あるリスクが，そうでない子どもに比べて高いこと

先進国及び日本における子どもの貧困と 
食支援に関する研究の系統的レビュー

Systematic Review of Research into Poverty Among Children and Food Support  
in Developed Countries and Japan

廣　繁　理　美 * 高　増　雅　子 **

Tomomi HIROSHIGE Masako TAKAMASU

Abstract    The objective of this study was to deepen our understanding of food support for poor children in developed 
countries and Japan through literature reviews. PubMed, CiNii and “Igaku chuo zassi” databases were used for this. 
The following search strategies were used: i) for PubMed ("poverty"[MeSH Terms] OR "poverty"[All Fields]) AND 
("food"[MeSH Terms] OR "food"[All Fields]) AND support [All Fields]; and ii) for CiNii and “Igaku chuo zassi” 
databases, the keywords were “poverty,” “food” and “support”. The database searches yielded 2,814 articles, 37 of 
which were included after screening. Food support environments in the articles were school (15 articles), grocery 
stores/restaurants (12), home (7), community (1), nonprofit organizations (NPOs) (1), and other (1). Many articles used 
awareness and action, the amount and frequency of food intake, body mass index (BMI), and the sales volume of food 
items as assessment indicators. 
There was only one article from Japan, which was about the provision of food, with no articles on systems, intervention 
programs, or environment infrastructure as reported in developed countries. On the other hand, there were also no 
articles from developed countries reporting support by volunteer groups. 
Food support environments with desirable impact were recognized as those that not only facilitated children with 
meal or food support systems that they could properly take advantage of, but also effectively targeted children, family 
members, and other key stakeholders with health and nutrition education interventions. Effective food support would 
require both environmental and educational approaches, as well as assessments with the establishment of proper 
assessment indicators.

　　Key words:　 Poverty　貧困，food　食，child　子ども，support　支援，systematic review　系統的レビュー

* 人間生活学研究科生活環境学専攻
  Graduate School of Human Life Science , Division of 

Living Environment
* 家政経済学科
 Department of Social and Family Economy

－ 71 －

日本女子大学大学院紀要　家政学研究科・人間生活学研究科　第 24 号



などが明らかになっている 4）。また，成長期にある
子どもにとって重要な食事についても，世帯収入が
貧困基準以下の世帯の子どもは朝食や野菜等の摂取
頻度が低く，肉や魚の加工品，インスタント麺の摂
取頻度が高い 5）など，世帯収入と子どもの食生活に
関連があることなどが把握されている。さらに，3
食の食事をとることが困難な状況にある子どももい
るなど，事態は深刻である。子どもたちが健康な生
活を送ることができるよう，食生活に対する支援は
急務となっている。
　このような状況の中，子どもの将来がその生まれ
育った環境によって左右されることのないよう，貧
困の状況にある子どもが健やかに育成される環境を
整備すること等を目的として，2014年 1月に「子
どもの貧困対策の推進に関する法律」（平成 25年法
律第 64号）が施行され，同年 8月には「子供の貧
困対策に関する大綱」が閣議決定された。しかし，
我が国では食支援に関する国や行政による現状把握
や対策は十分とはいえず，具体的な効果も明らかに
はなっていない。一方，先進国では政府等を中心に
貧困対策が総合的・継続的に行われており，様々な
研究成果も報告されている。
　そこで，本研究では，先進国及び日本における貧
困の子どもに対する食支援について知見を得ること
を目的に，データベースを用いた文献レビュー（以
下「本レビュー」という。）を行った。具体的には，
食支援環境や支援内容，評価指標や評価方法等につ
いて整理と分析を試みた。なお，本研究では，「食
支援」を子どもの栄養や食生活に関する様々な実施
主体によるサポートと定義付けている。

2． 方　法  

1）論文の検索   

　検索には，米国国立医学図書館が提供する文献
データベース PubMed，国立情報学研究所が提供す
る CiNii（NII学術情報ナビゲータ）及び医学中央
雑誌Web（以下「医中誌」という。）を用いた。先
行研究の検索キーワードも参考にし，PubMedの検
索式を（“poverty”［MeSH Terms］OR “poverty”［All 
Fields］）AND（“food”［MeSH Terms］OR “food”［All 
Fields］）AND support［All Fields］とし，CiNii及び
医中誌での検索語は「貧困」，「食」，「支援」とし
た。また，採択基準は学術雑誌とし，対象は子ども，

内容は食生活や食料提供等食の支援に関すること，
2007年 4月から 2017年 3月までに公開された論文
とした。検索は 2017年 4月 10日に行った。

2）論文のスクリーニング   

　採択までの流れを Fig. 1に示す。データベース
検索により抽出された論文 2,814件について，表
題及び抄録の精査による 1次スクリーニングを行
い，採択基準を満たさない 2,763件を除外した。次
に，本文の精読による 2次スクリーニングを行い，
採択基準を満たさない 14件を除外し，最終的に
PubMed36件，CiNii1件の計 37件 6-42）を採択した。
なお医中誌に該当する論文はなかった。
　採択された論文について，食支援環境，対象，
支援の目的と内容，評価指標及び評価方法等の整
理と分析を行い，エビデンステーブルを作成した
（Table 1）。

Fig. 1　The process of research database searches
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3． 結　果  

1）実施国と報告年   

　全 37件を国別にみると，米国からの報告が 32
件 6, 8, 9, 12-18, 20-40, 42）で最も多く，次いでイギリス 3
件 7, 10, 11）であった。また，報告年別にみると 2015
年が 7 件 7, 8, 21-23, 34, 35） で最も多く，次いで 2014
年 9-11, 24-26）と 2012年 13-15, 29, 30, 37）がそれぞれ 6件で
あった。

2）食支援環境及び支援目的   

　食支援環境別にみると，学校が 15件 6-20），食料品
店・飲食店 12件 21-32），家庭 7件 33-39），コミュニティ
1件 40），NPO1件 41），その他 1件 42）であった。
　食支援の主な目的は，栄養改善に関するものが最
も多く 12件 7, 8, 11, 12, 17, 20, 21, 27-29, 37, 42），次いで制度の利用
拡大に関すること 8件 10, 15, 19, 25, 26, 30-32），肥満の予防・
改善 7件 18, 22-24, 36, 39, 40），健康増進 7件 6, 9, 13, 14, 16, 34, 38），
食料援助等 3件 33, 35, 41）であった。
　また，支援の実施期間別に最も多かったも
のをみると，短期では健康増進を目的とす
るもの 6 件 6, 9, 13, 14, 34, 38）， 長 期 では栄養改善 9
件 7, 11, 17, 20, 21, 27-29, 37）であった（Table 2）。

3）食支援の内容   

　主な支援について食支援環境別に表したもの
を Fig. 2に示した。学校では朝食や昼食の提供 5

件 7, 10, 11, 16, 17），健康教育 5件 6, 8, 9, 12, 13），野菜・果物の
提供 4件 15, 18-20）等が多く行われており，家庭では健
康教育 4件 34, 36, 38, 39）や食料の支援等 3件 33, 35, 37）が行
われていた。
　さらに，食品流通面においては，飲食店では肥
満対策や栄養改善等のための健康的なメニューや
栄養情報の提供 2件 24, 28），食料品店では補助制度
の利用に関すること 5件 26, 27, 29-31），健康的な食品
を購入するための買物環境の整備に関すること 4
件 22, 23, 25, 32）等が行われていた。これらには，WIC
（Special Supplemental Nutrition Program for Women, 
Infants, and Children）5件 26, 27, 29-31），NSLP（National 
School Lunch Program）2件 17, 33），SNAP（Supplemental 
Nutrition Assistance Program）1件 37）など，政策によ
る食支援に関するものも多く見られた。
　一方，日本においては，NPOによる食料提供 1
件 41）にとどまった。

4）評価方法と評価指標   

　評価方法別にみた主な評価指標を，Table 3に示
した。最も多かったのはインタビュー等による面接
法 18件 6-10, 16-18, 20-23, 28, 29, 33, 34, 37, 39）で，栄養改善を目
的とする支援において多く行われていた。評価指標
には意識，態度，食物摂取量や摂取頻度，食事環境
等が用いられていた。
　また，質問紙調査法によるものも 14件 7, 11-13, 15, 16, 18,  

24, 28, 34, 37, 39-41）と多く，栄養改善，肥満の予防・改善，

Table 2　 Food support environments and primary 
support objectives in previous research

Fig. 2　 Diagram of major food support environments 
based on previous research
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健康増進等で幅広く行われており，評価指標には知
識，行動，自己効力感，食習慣，食物摂取量や摂取
頻度等が用いられていた。
　さらに，データ分析による評価も 14件 15, 18, 22, 24-27,  

30-33, 35, 37, 42）あり，販売データや食料品の価格記
録等を用い，健康的な食品の売上げや栄養価等
を評価指標としていた。その他，食事調査法 8
件 7, 9, 12, 19, 22, 36, 38, 40）では食事摂取量の記録やチェック
シートによる食事や果物・野菜の摂取量や摂取頻度
等が，身体計測 6件 9, 13, 14, 38-40）では BMIや身体活動
等が，観察法 3件 14, 18, 40）では食事の盛付量等が評
価指標として用いられていた。多くは複数の方法に
より評価が行われていた。

5）食支援による変化   

　食支援を行った結果，望ましい方向に変化が認め
られたものは 27件 6-9, 11-18, 20, 21, 24, 25, 27-30, 33, 34, 36, 38, 39, 41, 42）

で，全体の 73.0%であった。栄養改善を目的とし
たものでは 12件中 11件 7, 8, 11, 12, 17, 20, 21, 27-29, 42），健康
増進では 7件中 7件 6, 9, 13, 14, 16, 34, 38），肥満の予防・改

善では 7件中 4件 18, 24, 36, 39），制度の利用拡大に関す
ることでは 8件中 3件 15, 25, 30），食料援助等では 3件
中 2件 33, 41）であった。
　具体的には，食事や食料提供制度 7, 11, 17, 33），及
び制度に併せて実施した子どもや関係者への介
入 15, 16, 18, 20），子ども 8, 13, 42）及び家族や学校関係
者 6, 9, 12, 14, 34, 36, 38, 39）に対する健康教育プログラムや家
族ベースの介入，レストランでの健康的なメニュー
の導入 24, 28）等によるものであった。

4． 考　察  

　本研究では，先進国及び日本における貧困の子ど
もに関わる食支援について知見を得ることを目的
に，データベース PubMed，CiNii，医中誌を用いた
文献レビューを行った。
　地域における貧困の子どもに対する食支援環境
は，子どもと子どもを支える家庭を中心に，学校，
食品流通，地域社会に大別された。このように，子
どもを取り巻く様々な側面から支援が行われている

Table 3　 Assessment methods and major assessment indicators from previous 
research 
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ことは，支援が重層的かつシームレスに行われる必
要があることからも大変効果的と考える。

1）子ども，家庭等個人レベルの食支援   

　子どもの貧困と食生活との関連において，先進国
では肥満が大きな課題となっている。本レビューに
おいても，肥満対策を目的とするものは多く取り上
げられており，保護者を通じた子どもへのアプロー
チ，子どもを通じた家族へのアプローチなど，多様
な経路によって食支援が行われていた。しかし，十
分な成果につながっていないものも多く，要因のひ
とつとして，保護者の多くが子どもに対して適切な
食品の選び方，量や食べ方等に関する教育を行って
いない点などが挙げられていた。さらに，保護者自
身の不適切な食行動が子どもに与える影響について
も懸念されていた。
　このため，家庭を中心とした食支援においては，
子どものみならず保護者に対しても知識やスキル，
行動変容等に働きかける学習機会が必要であること
が推察された。栄養改善や健康増進を目的とする場
合も同様と考える。本レビューでは，家族への学習
機会や実践的な情報提供を行った場合，また，子ど
もが家族とともに取り組んだ場合などに効果が認め
られており，こうした手法を加味することは重要で
ある。そして，食支援に対する保護者の理解を深め
るため，支援者と保護者によるパートナーシップの
構築は不可欠であると考える。

2）学校，流通，地域社会レベルの食支援   

　学校では，授業，給食，放課後等の時間において，
教員，栄養士，給食担当者など専門職の活用や家庭
との連携によって食支援が行われていた。教室での
学習の他，給食やカフェテリアでの栄養教育，朝食
や昼食での果物・野菜摂取機会の提供等は，低所得
世帯の子どもたちの食物摂取量の増加や食事の質の
改善に有効であったと報告されている。更なる推進
のため，学校は子どもたちの食生活に関する計画や
改善目標を明確化するとともに，他機関や地域の関
係者等との共有を図り，協働によって支援を行って
いくことが重要であると考える。
　また，食料品店や飲食店等による食環境整備につ
いて本レビューでは，地域での定期的なマーケット
の開催，店舗での健康的な食品の案内板の設置，飲
食店でのメニュー改善や栄養情報の提供等が子ども

たちの食生活に望ましい変化を及ぼしたことが把握
された。一方で，スナックや甘い飲料水等が手軽に
入手できる環境であることも課題として残されてい
た。食品流通分野を含めた幅広い視点から，食環境
整備による食支援を進めていくことが求められる。
　そして，子どもの個別的な状況を踏まえた支援が
行われるよう，子どもや家庭にとって最も身近な地
域において，ボランティアや NPO等による食支援
の充実が図られることも必要である。

3）政策，社会構造レベルの食支援   

　WIC，NSLP，SNAP等政策レベルで実施されて
いる食支援についても，多くの研究によって評価が
行われていた。本レビューでは，こうした制度を利
用したことで子どもたちの果物・野菜摂取量は増加
し，必要量を確保でき，摂取頻度も向上したと報告
されていた。そして，朝食や昼食の提供による欠食
や栄養摂取の改善は，学校給食が子どもたちの栄養
改善や健康増進にとって大きな役割を持つことも明
らかとなった。子どもたちに適切な食料提供等が行
われているか，食品の内容や品質について継続して
評価することも重要である。
　他方，無料の果物提供のみを行った食支援では，
無料期間終了後は果物摂取が定着しなかったとの報
告もある。一方的な援助に留まらず，効果的な介入
プログラムとの組み合わせによって食支援が行われ
ることが必要であると考える。
　食支援は，子どもを取り巻く環境が一体となっ
て，継続的に実施されることが重要である。本レ
ビューによって，子どものニーズに対応した適切な
食支援体制が構築されるよう，様々な視点から適切
な方法によって食支援を評価していく必要性が示唆
された。

4）本研究の限界   

　本研究の限界として，以下の点が挙げられる。第
1に，文献収集に用いたデータベースが PubMed，
CiNii，医中誌のみであったため，すべての文献を
網羅することはできなかったことである。貧困に関
する研究は日本においても進んできたが，現時点で
のデータベースへの収載は少なく，採択はごく限ら
れたものとなっていた。このため，ハンドサーチを
加えるなど，収集の幅を広げる必要性があった。第
2に，食支援の定義を広く設定したことで多くの食
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支援が抽出されたが，それぞれの介入方法や評価指
標等について詳細な分析を行うには十分な件数では
なかったことである。今後は国内論文も含め幅広く
把握するとともに，より具体的な視点から効果的
な食支援の方策について明らかにしていく必要が
ある。

5． おわりに  

　近年，子どもの貧困が社会問題となっており，子
どもたちが健康な生活を送ることができるよう適切
な支援が求められている。本研究では，先進国及び
日本における貧困の子どもに対する食支援について
知見を得ることを目的に，文献レビューを行った。
PubMed，CiNii，医中誌によるデータベース検索で
は 2,814件が抽出され，スクリーニングの結果，37
件を採択した。
　文献の整理・分析の結果，食支援は，栄養改善，
肥満の予防・改善，制度の利用拡大等を目的に，学
校，食品流通，地域社会と様々な環境において行わ
れていた。また，評価指標は意識や行動，食物摂取
量や摂取頻度，BMI，食品の売上げ等を扱った内容
のものが多くみられ，手法として面接法，質問紙調
査法，食事調査法等を単独または複数用いて行われ
ていた。
　食支援は，対象者の状況を踏まえ，多様な方法に
よって一体的に行われることが重要である。そし
て，様々な視点から適切な評価が行われ，効果的に
実施されなければならないと考える。
　本研究の一部は，第 64回日本栄養改善学会学術
総会において発表した。

〔要　約〕
　本研究では，先進国及び日本における貧困の
子どもに対する食支援について文献レビューを行
い，知見を得ることを目的とした。データベースは，
PubMed，CiNii及び医中誌を用いた。PubMedの検
索式は（“poverty”［MeSH Terms］OR “poverty”［All 
Fields］）AND（“food”［MeSH Terms］OR “food”［All 
Fields］）AND support［All Fields］とし，CiNii及び
医中誌での検索語は「貧困」，「食」，「支援」とした。
データベース検索では 2,814件が抽出され，スクリー
ニングの結果，37件を採択した。食支援環境別にみ
ると，学校 15件，食料品店・飲食店 12件，家庭 7

件，コミュニティ 1件，NPO1件，その他 1件であっ
た。評価指標は，意識や行動，食物摂取量や摂取頻
度，BMI，食品の売上げ等を扱った内容のものが多
くみられた。
　国内の採択論文は食料提供 1件にとどまり，先進
国で報告されたような制度や介入プログラム，食環
境整備等に関する報告はなかった。一方，先進国に
おいても，ボランティアグループ等による支援の報
告は得られなかった。望ましい変化が認められた食
支援では，食事や食料提供の制度が適切に活用され
ており，子どもや家族，関係者に対する健康・栄養
教育等の介入も行われていた。効果的な食支援を行
うに当たっては環境面，教育面からのアプローチが
重要であり，適切な評価指標を設け，評価を行う必
要性が示唆された。
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